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法 人 番 号  9 0 1 1 0 0 5 0 0 1 1 2 3 

2 0 2 1 年 1 0 月 2 8 日 

きちんと登録、しっかり点検 

～長期使用製品安全点検制度～ 
製品は長く使い続けることによって部品などが劣化し、事故が発生するおそれが高まるため、長期

間にわたって使用した製品（長期使用製品）は点検が必要となります。特に所有者による点検が困難

で、経年劣化により重大な事故が発生するおそれが高い製品は、「長期使用製品安全点検制度」におけ

る「特定保守製品※1」に指定されています。新たに特定保守製品を購入した方は、所有者情報を製造・

輸入事業者に登録すること及び点検を受けることの責務があります。制度開始当時は 9 品目であった

特定保守製品のうち、7品目が今年 8月に指定から外れました※1。一方で、指定継続となった「石油給

湯機」と「石油ふろがま」の 2品目は、特に事故が発生するおそれが高く、注意が必要です。事故を防

ぐため、きちんと登録を行い、点検の時期を迎えたらしっかりと点検を受けるようにしましょう。ま

た、不具合が判明した際には、放置せず、修理などの対応をとることも重要です。 

NITE（ナイト）に通知があった事故のうち、経年劣化が要因となった特定保守製品の事故※2は、2016

年から 2020 年までの 5年間に 43件※3発生し、いずれも火災に類する事故となっています。 

制度開始以前（2009 年 3 月以前）に製造・輸入された石油給湯機、石油ふろがまについても、同様

に事故が発生するおそれが高いため、点検を受けることが強く望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事故を防ぐポイント 

○特定保守製品を購入する際は、購入時に所有者情報の登録を行

いましょう。登録は、添付された所有者票の送付のほか、インタ

ーネットなどから行います。既に製品をお持ちで、未登録の方

は今からでも登録を行ってください。 

○所有者情報を登録した方には点検の案内が届きます。案内に

沿って点検を受けてください。 

○少しでも不具合に気付いたら放置せず、整備・修理、使用中

止の対応をとってください。 

 

特定保守製品（２品目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※1）令和3年8月1日に消費生活用製品安全法施行令が改正され、特定保守製品に指定されていた７製品（屋内式ガス瞬

間湯沸器（都市ガス用/LPガス用）、屋内式ガスふろがま（都市ガス用/LPガス用）、ビルトイン式食器洗機、密閉

燃焼式石油温風暖房機、浴室用電気乾燥機）が指定から外れました。 

（※2）長期使用製品安全点検制度の施行以前に製造・輸入された特定保守製品に該当する製品の事故も含む。 

（※3）消費生活用製品安全法に基づき報告された重大製品事故に加え、事故情報収集制度により収集された非重大製品事故

やヒヤリハット情報（被害なし）を含みます。  

石油給湯機からの発煙（再現実験） 

News Release 
 

石油給湯機 石油ふろがま 
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1. 特定保守製品（石油給湯機及び石油ふろがま）の事故 

1-1. 事故発生状況 

2016 年から 2020 年に発生した経年劣化が要因となった特定保守製品（石油給湯機及び石油

ふろがま）の事故は 43件でした。 

 

1-1.1. 年度別の事故発生件数 

図 1に経年劣化が要因となった特定保守製品（石油給湯機及び石油ふろがま）の事故 43件の

「年別 事故発生件数」を示します。特定保守製品の事故は毎年発生しており、いずれも火災に

類する事故となっています。 

 

 
図 1 年別 事故発生件数 

 

1-1.2.  被害状況別 事故発生件数 

表 1に経年劣化が要因となった特定保守製品（石油給湯機及び石油ふろがま）の事故 43件の

「製品別 被害状況別 事故発生件数」を示します。 

 

 

表 1 被害状況別 事故発生件数 

  拡大被害 製品破損 総計 

石油ふろがま 12 14 26 

石油給湯機 9 8 17 

総計 21 22 43 

 

※ 「拡大被害」：製品そのものが発火・発煙し、周囲に延焼したもの 

「製品破損」：製品そのものが発火・発煙したもの  

 

1-1.3.  点検実施状況 

 経年劣化が要因となった特定保守製品（石油給湯機及び石油ふろがま）の事故 43件のう

ち、過去 10年以内に点検（修理のための点検を含む）を受けていたことが確認できたのは、 

5件でした。 
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1-2. 石油給湯機及び石油ふろがまの事故事例 

 

（１）2020 年 5 月（岡山県、製品破損、使用期間約 17年） 

【事故の内容】 

  石油給湯機付近から異音がして出火し、本体が焼損した。 

 

【事故の原因】 

石油給湯機の長期使用(17 年)により、内部の基板が劣化して電磁弁の閉弁が遅くなったこ

とで、燃料がノズルから滴下して本体内部に溜まり、溜まった燃料にバーナーの炎が引火した

ものと考えられる。 

 なお、使用者は事故の 2～3週間前から、繰り返しエラーが生じるなど不調であること認識

していた。また、事業者による点検を受けたことはなかった。 

【SAFE-Lite 検索キーワード例】 

 石油給湯機、長期使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石油給湯機の異常燃焼（再現実験） 

 

 

（２）2020 年 12 月（栃木県、製品破損、使用期間約 18年） 

【事故の内容】 

 石油ふろがまの点火操作を繰り返したところ、本体から出火し

た。 

 

【事故の原因】 

石油ふろがまの長期使用により着火不良が生じ、安全装置が作

動していたが、使用者は着火不良を認識していたにも関わらず、

安全装置をリセットして繰り返し着火操作を行ったため、着火不

良により生じた未燃灯油が本体底部に溜まり、溜まった灯油にバ

ーナーからの炎が引火したものと考えられる。 

なお、取扱説明書には、「火災の原因となるため、安全装置が作動したときは何度もリセット

を繰り返さない。」旨、記載されている。 

また、使用者は業者による点検を受けた際、「部品がなく修理が出来ない」として、買い換え

を勧められたが、使用を継続していた。 

 

【SAFE-Lite 検索キーワード例】 

 石油ふろがま、長期使用、着火不良 

 

 

  

煙突 

浴槽 

給湯機 

石油ふろがま 
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特定保守製品の気を付けるポイント  

○不具合を放置して使用を続けない。 

点検により重大な不適合が判明したり、異音・発煙などの異常があったり、繰り返しエラーに

なるなどの不具合が生じたりしている場合、整備・修理を受けないまま使用を継続すると、発火

などの事故に至るおそれがあります。整備・修理を行うか、使用を中止してください。詳細は製

造・輸入事業者に相談してください。 

 

○修理ができない古い製品は買い替えを検討する。 

製造時から長期間が経過して、部品の在庫が無いなどで修理ができない古い製品は、部品が

劣化するなどして火災のおそれがあるため、買い替えをお勧めします。 

 

1-3. 長期使用製品安全点検制度 

 消費者自身による保守が難しく、経年劣化による重大事故の発生のおそれが高い「石油給湯

機」、「石油ふろがま」を「特定保守製品」とし、その製造・輸入事業者（特定製造事業者な

ど）、販売事業者など（特定保守製品取引事業者）、関連事業者、消費者など（所有者）それぞ

れが適切に役割を果たして経年劣化による製品事故を防止するための、消費生活用製品安全法

に基づく制度です。 

 

1-3.1. 所有者の責務 

 

（ア）製造・輸入事業者への所有者情報の登録の責務 

 特定保守製品（石油給湯機及び石油ふろがま）の所有者は、製品の製造・輸入事業者に対し

て所有者情報の登録を行ってください。所有者票に記入して送付する方法のほか、ホームペー

ジからの所有者情報の登録が可能な製造・輸入事業者もありますので、ご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所有者票（例） 

  

石油ふろがま 
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（イ）点検を受けるなどの保守の責務 

 特定保守製品（石油給湯機及び石油ふろがま）の所有者は製品に表示されている点検期間中

に点検を受けてください。所有者情報を登録していれば、点検が必要な時期に点検通知が来ま

す。なお、点検や点検により必要と判断された整備・修理は有料です。 

 

 

  

 点検通知はがき（例） 

表面 

裏面 

石油ふろがま 

石油ふろがま法定点検依頼書 
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特定保守製品（石油給湯機及び石油ふろがま）購入から点検までの流れ 

 

 

 

 

特定保守製品（石油給湯機及び石油ふろがま）を購入した所有者

は、販売者から点検制度についての説明を受けます。 

 

 

対象製品に同梱されている所有者票の「お客様記入欄」に必要事

項を記入します。 

※所有者の承諾があれば、販売者が所有者票を代行記入し、投函

することができます。 

 

 

 

製造・輸入事業者に所有者登録が行われます。 

 

 製造・輸入事業者が設定した使用期間が経過 

  

 

点検時期が来ると製造・輸入事業者から所有者に点検を促すた

めの通知が届きます。 

 

 

製造・輸入事業者に点検を依頼します。 

所有者から点検依頼を行なわなければ点検は実施されません。

通知が届いたら点検を受けましょう。 

 

 

 

 

点検を受けます。 

※点検は有料です。また、点検により整備・修理が必要と判断さ

れた場合も有料で行われます。 

 

 

（経済産業省 HPより引用） 
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1-3.2. 点検時期の確認方法 

特定保守製品（石油給湯機及び石油ふろがま）には、製

品本体に以下のような製品情報が表示されます。 

 また、製品本体が屋外に設置されるなど、表示が見えに

くくなってしまう場合は、製品本体とともに遠隔操作装置

（リモコン）などにも表示されています。 

 

 特定製造事業者などの氏名又は名称及び住所 

 製造年月 

 設計標準使用期間 

 点検期間の始期及び終期 

 点検その他の保守に関する問合せを受けるための連絡先 

 製造番号などの特定保守製品を特定するに足りる情報 
 

 

 

    

設計標準使用期間 

 標準的な使用条件※5の下で使用した場合に、経年劣化による安全上の支障がなく使用でき

ることを科学的に確認または判断された期間が製造・輸入事業者により設定されていま

す。 

(※5)それぞれの特定保守製品の標準的な使用条件について JIS が制定されている。 

 

点検期間 

 設計標準使用期間終期の前後 1～3年間に設定されています。 

点検期間開始日の 6 ヶ月前から、点検期間開始日までの間に所有者へ点検通知が送られま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1-3.3. 制度開始以前に製造･輸入された製品をお持ちの場合も、点検を受けましょう。 

製品を長期にわたり使用している場合は、注意してご使用いただくとともに、安全上、点検を

受けることをお勧めします。 

点検の際には、製造・輸入事業者（特定製造事業者など）にご連絡ください。また、製品に異

常があれば速やかに使用を中止してください。  

設計標準使用期間の終期 

点検期間 

6～18ヶ月 6～18ヶ月 

通知開始の時期 

6 ヶ月 

 点検期間の考え方のまとめ 

製造 
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事故事例を確認  

○過去にどのような事故が発生しているか確認する。 

NITE はホームページで製品事故に特化したウェブ検索ツール「SAFE-Lite（セーフ・ライト）」

のサービスを行っています。製品の利用者が慣れ親しんだ名称で製品名を入力すると、その名称

（製品）に関連する事故の情報が表示されます。 

また、事故事例の【SAFE-Lite 検索キーワード例】で例示されたキーワードで検索することで、

類似した事故が表示されます。 

      

https://www.nite.go.jp/jiko/jikojohou/safe-lite.html 

 
お問い合わせ先 

 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 製品安全センター 所長 古田 英雄 

担当者 製品安全広報課  山﨑、佐藤、岡田 

Mail  : ps@nite.go.jp 

Tel   : 06-6612-2066 


